
和歌山県農協不動産株式会社商号
令和 6年 4月 1日から

令和 7年 3月31日まで

個 別 注 記 表

Ⅰ．この計算書類は、「中小企業の会計に関する基本要領」によって作成しています。

Ⅱ．重要な会計方針に係る事項に関する注記

１．固定資産の減価償却方法

 (1)有形固定資産

    法人税法の規定に基づく定額法を採用しております。ただし車両については定率法を採用しています。

 

２．引当金の計上基準

 (1)賞与引当金

    従業員賞与の支給に備えるため、将来の支給見込額のうち当期負担額を計上しております。

 (2)退職給付引当金

    従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務の見込額に基づき、当期末において発生

　　していると認められる額を計上しております。

３．消費税等の会計処理

    消費税等の会計処理は税抜方式を採用しております。

４．税効果会計の適用

    法人税、住民税及び事業税について税効果会計を適用しております。

    繰延税金資産は、退職給付引当金、賞与引当金その他を対象としています。

５．リース取引に関する会計処理

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、

通常の賃貸借取引に準じた会計処理を行っています。

　なお、未経過リース料の総額は、1,037,300円です。

Ⅲ．貸借対照表等に関する注記

１．担保提供資産等

 (1)担保提供資産

   1)土地                          　　　　　　       180,000,000円

 (2)担保付債務

   1)長期借入金                    　　　　　　        90,000,000円

２．有形固定資産の減価償却累計額 　　　　　　　　     194,541,336円

Ⅳ．株主資本等変動計算書に関する注記

１．発行済株式総数　　　　　　　 　　　　　　　　           3,000株

                                                                                              以　上


